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近年，気候変動に起因する大規模水害が全国各地で発生し，その適応策の策定・推進が急務となってい

る．香川県中讃地区（土器川流域）では，2013年から，地域連携によるワークショップを軸とした大規模

水害対策について検討を実施している．大規模水害発生時には，地域継続の観点から地域で一体となった

対応が求められ，地域機能を維持するための地域継続計画（DCP：District Continuity Plan）の検討が必要

である．土器川においては，全国に先駆けてDCP策定を目指して行政と住民が連携して取り組んでいる．

本研究では，土器川でこれまで実施してきた検討プロセスを整理し，特徴を抽出するとともに，作成され

たアクションプラン（行動計画）の実践による地域防災力向上の可能性を考察した．その結果，地域全体

が連携したDCP検討への広がり，情報共有ツールの有効活用，地域防災ステークフォルダーの人災育成・

信頼関係構築等の効果が期待できることが明らかとなった．また，ワークショプによる検討プロセスでは，

参加者の意識改革と合意形成がなされ，住民目線の計画策定が可能となった．一方，アクションプランを

実践する上で，地域防災ステークフォルダーを中心とした実行組織の継続性や地域連携の強化が重要な課

題であることがわかった． 

 

Key Words :  気候変動，大規模水害，地域継続計画，住民参加型ワークショップ， 
      地域防災ステークフォルダー 

 

 

1. はじめに 

 

近年，気候変動に起因する大規模水害が全国各地で発

生し，その適応策の策定・推進が急務となっている． 

香川県中讃地区に位置する土器川流域においても，今

後，大規模水害の発生が十分に予想される．しかしなが

ら，年間の降雨量が少ない香川地域では，水害に対する

危機意識が低く，また備えが十分ではないため，ひとた
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び土器川の堤防が決壊するような大規模水害が発生する

と，甚大な被害が生じる危険性がある．そのため，国土

交通省 四国地方整備局 香川河川国道事務所は，土器

川流域を対象として，大規模水害対策の検討を2013年か

ら開始している． 

大規模水害対策検討を具体的に進めるためには，河川

行政・地域行政・地域住民が広域的な連携を図ることが

有効であるが，現時点では各関係機関において継続的な

連携が図れておらず課題となっている．また，大規模水

害発生時には，広域的に深刻な被害を受けることを前提

として，地域継続の観点から地域で一体となった事前対

策～応急対策～復旧・復興対策の検討，ならびに地域継

続計画（DCP：District Continuity Plan）の策定・実践が必

要である． 

大規模水害対策に関する既往研究として，片田・金井

ら1) の防災ワークショップを通じた大規模氾濫時の緊急

避難体制の確立に関する研究，加藤・石川2) のワークシ

ョップを軸とする大規模水害に備えた住民共同型の対策

検討の取り組み等がある．それらの多くは一地域を対象

とした事前対策の研究であり，地域が広域的に被害を受

けることを前提とした地域継続の観点からの広域的な地

域連携による取り組みの研究は見当たらない． 

一方，2015年9月に発生した関東・東北豪雨による鬼

怒川の堤防決壊等の大規模水害を受け，国土交通省は，

全国109水系を対象として，「水防災意識社会 再構築

ビジョン」の取り組みに着手している．その取り組みは，

「住民目線のソフト対策」への転換，「危機管理型ハー

ド対策」の導入を図るものである． 

土器川において2013年から取り組んでいる大規模水害

対策は，まさに「住民目線のソフト対策」を実践するた

めに，地域連携によるワークショプを軸として行政と住

民が連携して取り組んでいるものであり，全国に先駆け

た取り組みとなっている． 

本研究では，地域継続の観点からの広域的な地域連携

による取り組みに着目して，土器川流域を対象に，DCP

策定を目指して行政と住民が連携して取り組んでいるワ

ークショップを軸とした大規模水害対策について，検討

プロセスを整理し，特徴を抽出する．そして，作成され

たアクションプラン（行動計画）の実践による地域防災

力向上の可能性を考察する． 

 

2. 土器川での大規模水害対策の検討フレーム 

 

(1) 検討の目的・テーマと組織 

香川地域では，東日本大震災を契機として，南海トラ

フ巨大地震に対応するため，「香川地域継続検討協議会

（以下「DCP協議会」と略記）」3) を2012年5月に設立し，

DCP策定に向けた検討を進めてきている．土器川におけ

る大規模水害対策検討を2013年に開始するにあたって，

河川管理者である香川河川国道事務所では，大規模水害

対策においてもDCPの考え方が必要であるとの認識から，

DCP協議会との連携を図ることになった．DCP協議会で

は，大規模風水害への対応を図ることを目的に加え，香

川地域全体で大規模災害へ対応する組織化が実現した． 

土器川の国管理区間（河口から約20km）において，

堤防の決壊を伴う大規模水害が発生した場合の浸水想定

区域図を図-1に示す．この浸水被害の想定は，土器川水

系河川整備基本方針の計画規模を上回る超過洪水

（1/100計画降雨×1.2倍）を外力に設定し，平面二次元

氾濫解析モデル（50mメッシュ）を用いて算出している．

浸水被害は，上中下流の広範囲（3市3町）に及ぶことか

ら，複数の市町の連携による広域的な対応が求められる． 

土器川における大規模水害対策検討の組織構成の概要

を図-2に示す．また，その詳細を図-3に示す．土器川に

おける大規模水害対策の検討成果とりまとめを行う組織

として“検討会”を設置し，DCP協議会と連携して検討

成果を共有する組織を構成した．また，具体的な検討の

場として，土器川（国管理区間）の全区間を対象に，広

域的な視点かつ様々な立場（自己の眼，他者の眼）から 

 

 
図-1 土器川の大規模水害による浸水想定区域図 

 

 
図-2 大規模水害対策検討の組織構成（概要） 

連携

香川地域継続検討協議会
【国・県の防災関係部局、県内全市町、経済団体、インフラ企業、大学】

土器川における大規模水害対策の検討会
【河川管理者、地域行政、防災の専門家】

土器川のモデル地区
を対象とした

検討部会
【地域行政の防災関係

の全部署が参加】

土器川のモデル地区
を対象とした

地区ワークショップ
【地域住民が主体、
地域行政も参加】

土器川（国管理区間）
の全区間を対象とした
広域ワークショップ
【地域住民が主体、
地域行政も参加】

時間軸

・外力条件：S50.8

洪水型 1/100計

画降雨×1.2倍 

・河道条件：現況

河道 

・破堤条件：流下

能力不足箇所の

全地点破堤 
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図-3 大規模水害対策検討の組織構成（詳細） 

 

 
図-4 検討の枠組み（香川型DCP検討方式） 

 

 
図-5 大規模水害対策検討の流れ 

 

議論を行う“広域ワークショップ”の場を設けた．さら

に，より具体的に議論を進めるため，土器川のモデル地

区（丸亀市土器町北・東）を対象に，地域行政（公助）

の立場から議論を行う“検討部会”の場，地域住民（自

助・共助）の立場から議論を行う“地区ワークショップ”

の場を設けた． 

平成25年度（2013年）は，「大規模水災害に適応した

対策検討会（以下「広域水害対策検討会」と略記）」と

「大規模水害対策ワークショップ（以下「広域水害対策

WS」と略記）で組織を構成し，自助・共助・公助の立

場から時間軸（事前～発災～事後）に沿って“広域水害

の対策方針”を検討した． 

平成26年度（2014年）は，「水害に強いまちづくり検

討会（以下「地区水害対策検討会」と略記）」と「水害

に強いまちづくり検討部会（以下「地区水害対策検討部

会」と略記）」で組織を構成し，公助の立場から対策の

実効性を確保するための“アクションプラン（行動計

画）”を検討した． 

平成27年度（2015年）は，地区水害対策検討会（継続）

と「水害に強いまちづくりワークショップ（以下「地区

水害対策検討WS」と略記）」で組織を構成し，自助・

共助の立場から“アクションプラン（行動計画）”の充

実を図った． 

 

(2) 検討の枠組み（香川型ＤＣＰ検討方式） 

土器川における大規模水害対策検討の枠組みを図-4に

示す．検討の場（広域・地区水害対策WS）では，地域

行政（市町）が中心になり，地域住民（地域コミュニテ

ィ）と連携して情報を共有する． 

そのためには，地域行政と地域住民をつなぐ役目が必

要であり，防災の専門家（香川大学，香川県防災士会等）

がその役割を果たす．河川行政（施設管理者）は，河川

や地域の個別情報を提供する．さらに，DCP協議会が地

域共通の防災・減災や地域継続の情報を提供し，大規模

水害対策検討のプラットホームとしての役割を果たすこ

とで，DCP策定を目指して，地域が広域的かつ継続的に

連携した取り組みを可能としている． 

この取り組みは，地域継続の観点から地域で一体とな

った対応が求められる大規模水害対策検討において，国

内でも先駆的となる新たな枠組みによる検討の進め方と

なっている．この“地域全体のDCP検討組織と連携した

個別の防災対策検討の枠組みと取り組み方法（検討の場

を含む）”を「香川型DCP検討方式」と名付けた． 

 

3. 土器川での大規模水害対策の検討プロセス 

 

(1) 検討の全体プロセス 

土器川における大規模水害対策検討の取り組みについ

て，平成25年度（2013年）から実施している検討の流れ

を図-5に示す． 

平成25年度（2013年）には，模擬WS 1回，WS 3回（3

市3町から地域住民70名参加），検討会2回を開催し，

「土器川における大規模水災害に適応した対策検討とり

まとめ書（案）（以下「とりまとめ書（案）と略記）」

連携

香川地域継続検討協議会
・・・南海トラフ巨大地震や大規模水災害を想定した地域継続計画（ＤＣＰ）の検討

・メンバー 国地方支分部局、香川県、香川県内全市町（8市9町）、経済団体、香川大学、インフラ各社等
・設 立 平成24年5月31日

大規模水害に適応した対策検討会
・・・土器川（国管理区間）の全区間を対象

・メンバー：香川大学危機管理研究センター、香
川県中讃土木事務所、丸亀市、まんのう町、坂
出市、善通寺市、宇多津町、琴平町、香川県防
災士会、香川河川国道事務所

対策方針を示す「とりまとめ書（案）」の作成

大規模水害対策ワークショップ

・メンバー：土器川氾濫域の住民（3市3町、70
名）、香川大学危機管理研究センター、香川
県中讃土木事務所、丸亀市、まんのう町、坂
出市、善通寺市、宇多津町、琴平町、香川県
防災士会、香川河川国道事務所

住民からの意見集約

＜方針検討＞：平成25年度 ＜実効性確保の検討＞：平成26～27年度

具体的な対策案を示す「行動計画書（案）」の作成

水害に強いまちづくり検討会
・・・モデル地区（丸亀市土器町東・北）を対象

・メンバー：香川大学危機管理研究センター、香川県（危機管
理課、中讃土木事務所）、丸亀市、まんのう町、坂出市、
善通寺市、宇多津町、琴平町、香川県防災士会、高松地方
気象台、香川河川国道事務所

水害に強いまちづく
り検討部会

・メンバー：丸亀市（危機
管理課、建設課等の計
14課）、香川大学危機
管理研究センター、香
川県（危機管理課、中
讃土木事務所）、高松
地方気象台、香川河川
国道事務所

行政からの意見集約

水害に強いまちづくり
ワークショップ

・メンバー：モデル地区住民
（32名）、香川県防災士会、
香川大学危機管理研究セン
ター、 香川県（危機管理課、
中讃土木事務所）、丸亀市
（危機管理課、建設課等）、
高松地方気象台、四国地方整
備局 香川河川国道事務所

住民からの意見集約

【事務局：香川大学】

【事務局：香川河川国道事務所】

市町
市町

地域
ｺﾐｭﾆﾃｨ

地域
ｺﾐｭﾆﾃｨ

地域
ｺﾐｭﾆﾃｨ

地域
ｺﾐｭﾆﾃｨ

地域
ｺﾐｭﾆﾃｨ

地域共通情報共有ツール

香川地域継続検討協議会（事務局：香川大学）

施設管理者

施設管理者

←ＤＣＰ検討のプラット
ホームとしての役割

地域個別
情報共有ツール

地域個別
情報共有ツール

防災の専門家
（香川大学、
防災士会等）

↑地域コミュニティと
市町をつなぐ役割

検討の場

ＤＣＰ協議会

事務局：香川大学

平成25年度 A：ＤＣＰ協議会

（2013年） 5月

5月

7月

8月

10月

12月

2月

平成26年度 A：ＤＣＰ協議会

（2014年） 6月

8月

10月

12月

3月

平成27年度 A：ＤＣＰ協議会

（2015年） 7月

8月

10月

11月

12月

2月

年次
事務局：香川河川国道事務所

C1：地区水害対策ＷＳ B2：地区水害対策検討会

（継続）

検討会ワークショップ／検討部会

C1：広域水害対策ＷＳ B1：広域水害対策検討会

D：地区水害対策検討部会 B2：地区水害対策検討会

模擬ワークショップ

第1回ワークショップ

第2回ワークショップ

第3回ワークショップ

準備会

第1回 検討会

第2回 検討会

協議会

「とりまとめ書（素案）」

「とりまとめ書（案）」

第1回 検討部会

第2回 検討部会

事前調整会議

第1回 検討会

第2回 検討会

「行動計画書

（素案）」

協議会
「行動計画書（案）」

第1回ワークショップ

第2回ワークショップ

事前連絡会

第3回 検討会

第4回検討会

第3回ワークショップ

「行動計画書

（修正素案）」

協議会
「行動計画書（修正案）」

事後アンケート実施

事前アンケート実施

事後アンケート実施
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を作成した． 

平成26年度（2014年）には，事前調整会議1回，検討

部会2回（丸亀市の14の課から職員20名参加），検討会2

回を開催し，「土器川モデル地区における“水害に強い

まちづくり”のためのアクションプラン【行動計画書

（案）】（以下「行動計画書（案）」と略記）」を作成

した． 

平成27年度（2015年）には，事前連絡会1回，WS 3回

（住民32名参加），検討会2回を開催し，「行動計画書

（修正案）」を作成した． 

平成25～27年度に実施した一連の検討成果である「と

りまとめ書（案）」，「行動計画書（案）」，「行動計

画書（修正案）」を，DCP協議会において報告すること

により，香川地域全体での情報共有を図っている． 

WS検討を実施するにあたっては，地域行政と地域住

民が連携して主体的に取り組み，河川管理者や防災の専

門家が支援する「香川型DCP検討方式」の枠組みを実践

するための新たなWS進行体制を提案した．この広域・

地区水害対策WSにおける新たなWS進行体制は，専門的

スキルを持つファシリテータによる全体進行のもとで，

地域に精通した防災士（テーブル進行：地域防災リーダ

ーとしての位置付け）や，自治体職員（テーブル記録：

地域行政担当者としての位置付け）の地域防災ステーク

ホルダーがテーブル進行・記録を行う体制とした4)5)6)．

防災士と自治体職員がテーブル進行・記録を行うために

は，ファシリテーション技術が必要になることから，平

成25年度，平成27年度ともに，第1回WSの開催前には

WS勉強会1回，各WS開催当日には事前・事後ミーティ

ングを企画・実施し，円滑なテーブル進行・記録が行え

るように体制の充実を図った．このWS進行体制でWSを

繰り返し実施することにより，WS検討の場がWS進行ス

キルの学習の場としてだけではなく，地域行政と地域住

民が信頼関係を構築する場としても機能した． 

 

(2) ワークショップおよび検討部会の検討プロセス 

平成 25～27 年度に実施した広域水害対策 WS，検討

部会，地区水害対策 WSの検討ステップと検討内容を表

-1に示す．各検討の場での検討ステップは，「情報の共

有」，「課題の認識と掘り下げ」，「目的の共有」およ

び「新たなアイデアの思考と掘り下げ」という検討プロ

セスによる組み立てを行った．この検討プロセスは，水

害に対する危機意識が低い土器川流域において，参加者

が十分に対話を行うことにより，共通の目的（意識，方

向性）を見出し，新たな思考と行動を創造する意識変革

と合意形成のプロセスを実践したものである． 

a) 広域水害対策WS（H25年度）の検討プロセス 

WS検討は，前出の図-1に示す上・中・下流ブロック

の氾濫特性を踏まえ，下流ブロックで8テーブル，中流

ブロックで4テーブル，上流ブロックで2テーブルの計14

テーブルに分かれて実施した．「情報の共有」の場では，

テーブル毎に別々の堤防決壊地点による最大浸水深図お

よび時系列浸水深図を各テーブルに用意し，地域特性や

氾濫特性の違いを共有した．上流ブロックのWS参加者

は，過去に土器川の溢水氾濫を経験しているため，溢水

氾濫の延長上に大規模水害を容易に想像できた．一方，

中・下流ブロックのWS参加者は，過去に内水氾濫しか

経験していないため，土器川の堤防決壊による大規模水

害（河川氾濫）を想像できないという意見が多くあった． 

「課題の認識・掘り下げ」の場では，WS参加者に広

域的な見方をしてもらい，“大規模水害で困ること”に

ついて意見交換を行ったことにより，WS参加者に“気づ

き”が生まれた．その結果，WS参加者の多くが河川や地

域の特性が理解でき，内水氾濫の延長上に河川氾濫が起

こり得ることが想像できるようになった．その意識の変

化が起こったため，大規模水害に対して被害軽減を図る

ことの「目的の共有」が図られ，「新たなアイデアの思

考・掘り下げ」の場で，“地域の生き残りのアイデア”に

ついて活発な意見交換ができた．この一連の検討プロセ

スにより，“私たちの大規模水害対策”と題した住民目線

での対策方針の意見集約が可能になったと考えている． 

 

表-1 WS・部会の検討ステップと検討内容

 

平成25年度　広域水害対策ＷＳ（地域住民の視点）

1)情報の共有 ・大規模水害による被害想定（広域的
な地域特性・氾濫特性）
・防災関係機関の緊急活動

2)課題の認識 ・大規模水害で困ること（地域機能支
障）

3)課題の掘り下げ ・困ることの掘り下げ（特に困ること）

4)目的の共有 ・目標と戦略（犠牲者ゼロ、被害の最小
化）

5)新たなアイデアの思
考

・地域の生き残りのアイデア（地域機能
継続のために実施すべき対策）

6)アイデアの掘り下げ ・意見集約（私たちの大規模水害対策）
［自助・共助・公助］×［事前対策・応急
対策・復旧復興対策］

　　　　地域住民のアイデアを踏まえたアクションプラン検討

平成26年度　地区水害対策検討部会（地域行政の視点）

1)情報の共有 ・モデル地区での被害想定（複合災害：
内水氾濫＋河川氾濫＋土砂災害）
・モデル地区でのタイムライン情報

2)課題の認識 ・モデル地区での課題（情報、連携、実
効）

3)課題の掘り下げ ・危険な場所や範囲、課題のある施設
や場所の特定

4)目的の共有 ・“水害に強いまちづくり”の実践

5)新たなアイデアの思
考

・“水害に強いまちづくり”のためのアイ
デア（情報、連携、実効）

6)アイデアの掘り下げ ・重点対策の抽出・具体化
・複合災害を踏まえたタイムライン（防災
行動計画）
・“水害に強いまちづくり”のためのアク
ションプラン（行動計画書）の作成

　　　　地域住民による防災行動シミュレーション

平成27年度　地区水害対策ＷＳ（地域住民の視点）

1)情報の共有 ・モデル地区での被害想定（複合災害：
内水氾濫＋河川氾濫＋土砂災害）
・行政による情報伝達（危険情報、災害
情報、避難情報）

2)課題の認識 ・時間軸に応じた防災行動イメージ（自
助、共助、公助）

3)課題の掘り下げ ・時間軸に応じた防災行動の課題（自
助、共助、公助）

4)目的の共有 ・“命を守る”ための避難行動（早めの
安全な避難）

5)新たなアイデアの思
考

・具体的な防災行動の内容（私たちタイ
ムライン）

6)アイデアの掘り下げ ・住民タイムラインの作成
・重点対策の抽出・具体化

●

●

検討ステップ 検討内容

検討の場（部会）
検討ステップ 検討内容

1回 2回

●

● ●

●

検討ステップ
検討の場（ＷＳ）

検討内容

検討の場（ＷＳ）
3回2回1回

● ●

● ●

● ●

●

●

●

●

●

1回 2回 3回

●

●

●

●

●
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b) 地区水害対策検討部会（H26年度）の検討プロセス 

検討部会では，丸亀市職員，河川管理者および防災の

専門化が入り交じってテーブルを囲む形で，3テーブル

に分かれてWS形式による検討を実施した．「情報の共

有」の場では，平成25年度の広域水害対策WSにおいて

“土器川の堤防決壊による大規模水害が想像できない”

という意見があったことを踏まえ，モデル地区での浸水

被害の想定は，内水氾濫と河川氾濫の氾濫シミュレーシ

ョンを同時に行うものとし，氾濫流の拡散現象を時系列

的に示した．また，モデル地区は，土砂災害の危険性も

あることから，内水氾濫と河川氾濫による最大浸水深図

に土砂災害警戒区域図を重ね合わせた図面を作成し，複

合災害による危険情報を共有した． 

「課題の認識・掘り下げ」の場では，上記の情報共有

により，リアリティーを持ってモデル地区での課題をと

らえることができ，課題のある施設や場所の特定ができ

た．課題を特定し明確にしたことにより，“水害に強い

まちづくり”を実践することの「目的の共有」が図られ，

「新たなアイデアの思考・掘り下げ」の場で，“情報や

連携における重点対策”や“複合災害を踏まえた行政タイ

ムライン”について活発な意見交換ができた．その結果，

“水害に強いまちづくり”のためのアクションプランを

公助の立場から意見集約することができた． 

c) 地区水害対策WS（H27年度）の検討プロセス 

WS検討は，モデル地区の住民の属性を考慮し，自治

会グループ，自主防災会他混在グループ，若手・女性混

在グループ，女性グループおよび事業所グループの5テ

ーブルに分かれて実施した． 

「情報の共有」の場では，内水氾濫と河川氾濫による

洪水氾濫アニメーション（鳥瞰図動画）を作成し，大規

模水害の発生過程イメージをWS参加者に伝えた．その

アニメーションを用いたことにより，WS参加者は，内

水氾濫と河川氾濫を連続した水害としてとらえることが

でき，土器川の堤防決壊による大規模水害が起こり得る

ことを想像しやすくなった．また，時間軸に応じた防災

行動をイメージしやすくなった． 

「課題の認識・掘り下げ」の場では，上記の情報共有

により，リアリティーを持って防災行動のイメージや課

題をとらえることができ，自助・共助・公助の防災行動

における課題の抽出ができた．防災行動の課題を様々な

立場から明確にしたことにより，“命を守る”ための避

難行動を実行することの「目的の共有」が図られ，「新

たなアイデアの思考・掘り下げ」の場で，“地域連携に

おける重点対策”や“複合災害を踏まえた住民タイムライ

ン”について活発な意見交換ができた．その結果，“水

害に強いまちづくり”のためのアクションプランを自

助・共助の立場から意見集約することができた． 

 

4. 土器川での大規模水害対策検討の成果と課題 

 

(1) 大規模水害対策検討の成果と特徴 

a) 平成25年度の成果 

 平成25年度の検討では，土器川上・中・下流域の3市3

町の地域行政と地域住民が一堂に会したWS検討の場に

おいて，WS参加者の意識変革をもたらし新たなアイデ

アを思考する検討プロセスを実践した結果，“広域水害

の対策方針”として，住民目線による「目標と戦略」お

よび自助・共助・公助の立場からの時間軸（平常時～災

害警戒期～応急対策期～復旧・復興期）に応じた「具体

的に実施すべき対策（今後の方向性）」を明示した「と

りまとめ書（案）」を作成することができた． 

b) 平成26～27年度の成果 

平成26～27年度の検討では，モデル地区において河川

行政・地域行政・地域住民が連携してWS検討を実施し

た結果，“アクションプラン（行動計画）”として，3

テーマ（情報，連携，実効）に分けた「52個の対策案」，

その内「9個の重点対策」を取りまとめた「行動計画書

（案）」を作成することができた．その対策案と重点対

策は，表-2に示すとおりであり，今後，アクションプラ

ンを実践するための基本メニューとして活用できる． 

また，平成27年度に作成した住民タイムラインは，地

域住民自らが“避難の目安（きっかけ，タイミング）”を

考え，自主的に避難行動を実行するための有効な学習・

支援ツールとして，地域での活用が期待できる．  

c) 本検討の特徴 

本検討の特徴として，地域継続の観点から地域で一体

となって大規模水害対策検討に取り組む「香川型DCP検

討方式」の枠組みを構築したことにより，DCP協議会が

大規模水害対策検討のプラットホームとしての役割を果

たした．具体的には，DCP協議会が，①地域連携による

取り組みの広域性・継続性の実現，②防災関係機関全体

での検討成果の共有化の実現，③河川行政主体の検討か

ら地域全体が連携したDCP検討への広がりの実現，に寄

与し，プラットホーム機能を有するものであった． 

WS検討の場では，危険・災害・避難情報，緊急活動

内容等の様々な地域共通・個別情報を「情報共有ツール」

として取りまとめており，「情報共通ツール」は，今後，

各地域でのWS展開において有効なツールとして活用が

期待できる．また，WSのテーブル進行は，地域防災ス

テークホルダー（防災士会，自治体職員）がファシリテ

ータの代わりを努め，WSに主体的に関与する方式を採

用したことにより，地域防災ステークホルダーが多くの

知見を習得することができた．そのため，WS進行スキ

ルを持った地域防災リーダーの人材育成，地域での協力

体制・自主性向上，参加者間の信頼関係向上等の効果が

期待できる． 
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表-2 アクションプラン（52個の対策案） 

 

 

 

図-6 アンケート回答者属性（事後アンケート実施時） 

 

 
図-7 大規模水害発生の想像の程度 

WS検討プロセスにおいては，水害に対する危機意識

が低い土器川流域において，WS参加者が十分に対話を

行うことにより，共通の目的（意識，方向性）を見出し，

新たな思考と行動を創造する意識変革と合意形成のプロ

セスを実践した結果，「とりまとめ書（案）」および

「行動計画書（案）」の計画策定が可能となった．以下

に示すアンケート結果から，意識変革と合意形成の効果

が得られており，「香川型DCP検討方式」の枠組みを実

践する手法（取り組み方法・手順）として提案する． 

d) WS検討プロセスの効果検証（アンケート調査） 

平成 27年度の地区水害対策 WSにおいて，WS参加者

を対象にアンケート調査を実施した．アンケート調査は，

事前連絡会開催時（H27.7）の事前アンケート，第 3 回

WS 開催時（H27.12）の事後アンケートの 2 回実施した． 

アンケート回答者の属性を図-6 に示す．年齢は，30

歳代～70 歳代の男女で，60 歳代が約 4 割を占めており，

最も多い．男女比は，男性が約 8割，女性が約 2割であ

る．防災との関わりは，地域コミュニティ関係者が約 6

割を占めており，最も多い構成になっている． 

ここでは，事前・事後アンケートの中から，防災意識

と WS検討プロセス達成度の設問に着目し，アンケート

調査結果について考察する． 

土器川の大規模水害の発生が想像できるかについて，

調査結果を図-7に示す．事前アンケートでは，“少しは

想像できる”と答えた人が半数以上を占め，“十分に想

像できる”と答えた人が 3割程度，“想像できない”と

答えた人が 2割程度であった．それに対し，事後アンケ

ートでは，“十分に想像できる”と答えた人が半数近く

に増加し，“少しは想像できる”と答えた人は 4割程度，

想像できないと答えた人は 1割強まで減少した．これは，

「情報の共有」の場において，洪水氾濫アニメーション

を用いて大規模水害の発生過程イメージを WS参加者に

わかりやすく伝えるなど「情報共有ツール」を効果的に

活用したため，また「課題の掘り下げ」の場において，

様々な立場から防災行動の課題について十分な対話を行

ったため，WS 参加者に意識変革が起こったものと評価

できる． 

WS 検討プロセスにおける各検討ステップの達成度に

ついて，調査結果を図-8に示す．「課題の掘り下げ」で

は，十分に対話できた・対話できたと答えた人が約 9割

を占めた．「目的の共有」では，十分に共有できた・共

有できたと答えた人が約 9割を占めた．「アイデアの掘

り下げ」では，十分に思考できた・思考できたと答えた

人が約 7 割を占めた．これは，WS 検討プロセスの全体

を通して，WS 参加者間の十分な対話が行われたため，

目的や新たなアイデアを思考し，意見集約することがで

き，効果的に「行動計画書（案）」の計画策定のための

合意形成がなされたことを示していると評価できる． 

1 内水センサー・カメラの設置
2 土器川水位・危険情報表示板の設置

3
丸亀橋観測所のテレメータ化、危険水
位設定

4 一時避難場所（3階建て以上）の設定
5 避難所併用の防災センターの建設

6
災害の外力規模に応じた避難場所の
設定（広域避難）

3 かがわ防災GIS 7
かがわ防災GISの防災施設情報等の
充実

4
避難所誘導や危険情報の
標識

8 避難所誘導や危険情報の標識の設置

5 住まい方情報（条例） 9
浸水対策に関する情報提供等の条例
の制定

6 広報活動・情報提供 10
きめ細やかな防災情報の提供、防災
意識の向上

7 光ファイバー網 11 高所監視カメラ、CCTVの整備

12
かがわ防災Webポータル等の周知、利
用促進

13
アナログな手法による情報提供手段
の導入

9 防災ラジオ 14 防災ラジオの戸別配布

10 地域協力による情報収集 15
地域協力による情報収集・発信（民間
企業との協力）

11 かがわ減災プロジェクト 16
かがわ減災プロジェクトの周知、利用
促進

12 デジタル防災行政無線 17 デジタル防災行政無線の拡充

13 ＳＮＳ（Twitter、Facebook） 18
ＳＮＳを活用した避難情報・安否情報
の確認

14 防災情報メール 19 防災情報メールの利用促進
15 災害用伝言サービス 20 災害用伝言サービスの利用促進
16 黄色いハンカチ 21 黄色いハンカチによる安否確認

22
かがわ防災ＧＩＳを活用したマイ防災
マップの作成支援

23
かがわ防災GISへの印刷機能や書き
込み機能の追加

24
防災士等と連携した地域防災リーダー
育成、地域防災力向上の仕組みづくり

25
防災関係機関と地域コミュニティが連
携した防災教育・訓練の仕組みづくり

19
防災教育（広報誌、ＳＮＳの
活用）

26
広報誌やＳＮＳを活用した継続的な防
災教育の実施

20 地域防災文化の維持 27
地域防災文化の継承による防災教育
の実施

21
災害時要配慮者の避難支
援体制

28
災害時要配慮者や避難者の避難支援
体制の整備

29
地域コミュニティや自主防災組織の横
の連携強化

30
地域コミュニティや自主防災組織を活
性化するための仕組みづくり

31
関係機関と合同での災害時対応訓練
の実施

32
防災関係機関と地域コミュニティが連
携した情報共有の仕組みづくり

33 事業所との連携強化

24 避難行動の支援 34
避難行動の支援強化（連絡体制の確
保）

25 避難者等への支援 35
避難者等への支援強化（避難所運営
支援）

26 国・県による緊急活動支援 36
大規模水害を想定した国・県・市の合
同訓練の実施、連携体制の強化

37 災害時要支援者への防災機器の充実
38 水文観測・統計解析
39 CCTV映像のNHKデータ放送での配信

28 備蓄品、水防機材の整備 40
コミュニティ単位での備蓄品、水防機
材等の整備

41 排水ポンプ車の釜場の確保
42 雨水ポンプ場の停電対策、燃料確保
43 河川整備（川幅、堤防断面の拡幅）
44 堤防強化（超過洪水対策）

31 道路整備 45
避難ルートの確保（道路嵩上げ、歩道
用防護柵等）

32 宅地整備 46 防災モデル宅地整備への補助
33 流域対策 47 総合治水計画による減災対策
34 土砂災害対策 48 急傾斜地崩落防止施設の設置

ソフト整備 35 自助・共助（避難の支援） 49
住民の避難準備・行動アクションカード
づくり

50 応急対策の準備・充実
51 救命ヘリ、ヘリポートの整備

ソフト整備 37 自助・共助（被災者の支援） 52 被災者支援制度の充実

対策案（マーキングは重点対策）

17 マイ防災マップ

18

連
携

27 災害情報の整備

29 施設整備

災害警戒期
～

発災直後
（応急対策）

地域連携
体制の強化

そ
の
他

（
実
効

）

防災教育、避難訓練（地域
連携による仕組みづくり）

地域連携
体制の強化

22 自主防災組織の活性化

23
関係機関との連携（災害時
応援協定、合同訓練等）

情
報

災害への備え
（事前対策）

地域コミュニ
ティの活性化

対策
番号

避難情報
・安否情報

避難の目安

2 一時避難場所・広域避難

検討テーマ
分類
番号

対策項目

災害警戒期
～

発災直後
（応急対策）

情報提供手段の多様化

災害への備え
（事前対策）

事前情報

1

緊急時情報
（危険情報）

8

ハード整備 36 緊急活動

災害への備え
（事前対策）

ハード整備
30 河川整備

発災直後
（応急対策）

20歳未満

0%

20歳代

0%

30歳代

10%
40歳代
10%

50歳代
17%

60歳代

44%

70歳以上

17%
不明

2%

計41人

年齢

地域コミュ

ニティ
64%

行政職
9%

インフラ・ライ

フライン関係
2%

物資・物流

関係
0%

教育関係

2%

医療・福祉

関係
0% 防災の

専門家

17%

特になし
2%

無回答

2%

計50票

男性

76%

女性

22%

不明

2%

計41人

男女比率 防災との関わり

土器川の大規模な水害の発生について

事前 事後

十分に

想像

できる
46%

少しは

想像

できる

39%

想像

できない

12%

その他

3%

無回答

0%

計41人

十分に

想像

できる
31%少しは

想像

できる
53%

想像

できない
16%

計45人
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図-8 WS検討プロセスの達成度 
 

(2) 大規模水害対策検討の課題 

平成25～27年度の検討成果として，「行動計画書

（案）」を作成することができた．また，河川行政と地

域行政の間で，住民目線に関する共通の視点や必要な対

策について合意を得ることができた．今後は，この“ア

クションプラン（行動計画）”を如何に実践するかが課

題である．また，平成25～27年度の3年間で培った地域

連携・協働のノウハウを継続し，地域防災力の向上を図

ることも今後の課題と考える． 

平成25～27年度の3年間で開催した広域・地区水害対

策検討会の構成員の継続性を見ると，事務局を担当した

香川河川国道事務所では，人事移動により，3年間を通

して参加できた人は10人中0人と一人もいない状況であ

った．市町の構成員で3年間を通して参加できた人は，

18人中7人と半数以下であった．一方，香川大学は6人中

4人，香川県防災士会は2人全員が3年間を通して参加で

きた． 

このように，行政における検討会では，実行組織の継

続性が大きな課題であり，地域連携・協働による意識や

体制を継続し，今後の展開を図ることの難しさがそこに

ある．土器川における大規模水害対策検討では，地域に

根付いた香川大学や香川県防災士会が継続的に参加する

ことにより，効果的に地域連携・協働を推進する役目を

果たした．また今後，アクションプランを実践する過程

においても，香川大学や香川県防災士会が果たす役割は

大きい．さらに，地域防災ステークフォルダーが中心と

なって地域連携・協働を推進する必要があり，そのため

には，DCP協議会と連携した枠組みによる実行組織を継

続する必要があると考えている． 

一方，地域住民の視点からは，平成27年度の地区水害

対策WS（第3回）で挙げられた課題の中で，最も多かっ

たのは，共助による地域連携が十分に機能していないこ

とであった．WS検討では，共助による重点対策として，

災害時要配慮者の避難支援・誘導，地域コミュニティの

活性化，地域コミュニティ内の連絡体制の強化等を挙げ，

具体的な行動内容を検討し，アクションプランに反映し

た．今後，アクションプランを実践し，共助による地域

連携の強化を推進するとともに，河川行政や地域行政の

立場からも公助による積極的な支援を行うことにより，

地域防災力の向上を図る必要がある． 

 

6. おわりに 

本研究では，地域継続の観点からの広域的な地域連携

による取り組みに着目して，土器川を対象に，DCP策定

を目指して行政と住民が連携して取り組んでいるワーク

ショップを軸とした大規模水害対策について，検討プロ

セスを整理し，特徴を抽出した．そして，作成されたア

クションプラン（行動計画）の実践による地域防災力向

上の可能性を考察した．本研究で得られた成果を以下に

示す． 

 

(1) 大規模水害対策検討の枠組みの提案 

土器川における大規模水害対策検討では，河川行政・

地域行政・地域住民が連携して，地域連携や地域継続を

推進するための体制を構築した．また，検討の場を含む

取り組み方法を提案し，「香川型DCP検討方式」と名付

けた．この「香川型DCP検討方式」による新たなWS進

行体制実施の成果を以下に示す． 

・DCP協議会が大規模水害対策検討のプラットホームと

して，「地域連携による取り組みの広域性・継続性」

「防災関係機関全体での検討成果の共有化」「地域全

体が連携したDCP検討への広がり」の実現に寄与した．

そのため，DCP検討においては，プラットホーム機能

を有する検討組織の存在の重要性が確認できた． 

・WS検討の場では，様々な地域共通・個別情報を「情

報共有ツール」として取りまとめており，今後，各地

域でのWS展開において有効なツールとして活用が期

待できる． 

・WSのテーブル進行は，地域防災ステークホルダー

（防災士会，自治体職員）が主体的に関与し，多くの

知見を習得することができた．そのため，WS進行ス

キルを持った地域防災リーダーの人材育成，地域での

協力体制・自主性向上，参加者間の信頼関係向上等の

効果が期待できる． 

・DCP検討におけるWS検討プロセスとして，共通の目

的（意識，方向性）を見出し，新たな思考と行動を創

造する意識変革と合意形成のプロセスを実践する手法

（取り組み方法）が提案できた． 

 

(2) 今後の課題と展開について 

平成 25 年度から実施している土器川における大規模

水害対策検討は，平成 28 年度を最終年度として，モデ

ル地区を対象とした地区水害対策 WSおよび地区水害対

策検討会を継続実施し，「行動計画書（案）」の総まと

めを行う予定ある． 

今後は，その計画策定したアクションプランの実践が

十分に

対話できた
41%

対話できた
43%

少し

対話できた
12%

対話

できなかった
0%

その他
2%

無回答
2%

計41人

ＷＳ検討プロセスの達成度について

【課題の掘り下げ】

十分に

共有できた
37%

共有できた
56%

少し

共有できた
5%

共有

できなかった
0%

その他
0%

無回答
2%

計41人

【目的の共有】

十分に

思考できた
15%

思考できた
59%

少し

思考できた
24%

思考

できなかった
0%

その他
0%

無回答

2%

計41人

【アイデアの掘り下げ】
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求められる．アクションプランを実践するにあたっては，

地域防災ステークフォルダーを中心とした実行組織の継

続性が課題である．そのためには，DCP 協議会と連携

した枠組みによる実行組織を継続する必要がある． 

また，地域住民の視点からは，共助による地域連携の

強化が重要なテーマである．平成 28 年度の地区水害対

策 WSでも，住民目線でのアイデアを思考し，地域防災

力の向上を図るための取り組みを具体化するための検討

を進める予定である．  
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